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　「21世紀の京都女子大学には,福 祉分野の教育が必要である」 との信念を持って,こ の度の生活福祉学科立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 さま
ち上げに携わってきました。 と言 うことができれば様にもな りますが,正 直に告白してしまうと,介 護福祉士
と社会福祉士の区別も付かずに,「京女に福祉を」と言い続けてきたのが実態です。平成14年8、 目6日 に日本
介護福祉学会会長の一番ケ瀬康子先生に,日 本の介護の現状,質 の高い介護福祉士の必要性などをうかが う機
会があり,初 めて介護福祉士の何た るかを知 り,勉 強を始めた次第です。生活福祉学科が開設され,二 回目の
春を迎えようとする今だからこそ,こ のように暢気なことを言 うことができますが,大 学冬の時代を迎えて,
新学科の設置は大学の存続をかけた大きな事業です。たまたま家政学部長の任にあったため,生 活福祉学科の
立ち上げに携わることとな りましたが,こ のように右も左も分からぬ者が,何 とか責務を果たす ことができた
のも,一 番ケ瀬康子先生をはじめ,開 設の当初から助言を頂いた井上千津子先生,ま た本学科開設に際 して特
にご協力頂いた生活福祉学科の先生方,さ らに,京 都女子大を支えている多 くの人々のお陰です。 この場をお
借 りして感謝申し上げます。
　生活福祉学科設置 までの経緯を書 くようにとのことですが,こ れから述べる内容は,ま った くの私見による
ものであることをまずお許し願います。また,議 事録や資料を調べる余裕もなく,今 思い出すままの経緯 とい
うことでご容赦願います。
　平成16年 度の全学的な改組では,家 政学研究科博士課程の設置 発達教育学部の設置,生 活福祉学科の新設
短期大学部の縮小と充実などいわゆる既設学部の改組 と,新 学部である現代社会学部 と既存学部 との統合が目
標 となっていました。 これは,ご 存 じの方も多い と思いますが,そ もそも平成16年 度に全学的な改組を実施
する方針を,平 成12年 度の現代社会学部設置の際に既に計画していたことによるものです。平成12年 度の改
組について議論してゆ くなかで,全 学的な改組を同時並行的に行なう余裕は時間的にも財政的にも無い,と い
う当時の瓜生津隆真学長の判断があ り,既 存学部の教育研究の充実に関しては平成16年 度にもう一度見直す
ことを前提に,新 学部である現代社会学部の設置を決定 したわけです。平成10年 秋の頃だった と思います。
　平成12年 度の改組について議論を始めたのは平成9年 度に遡 ると思いますが,そ もそも改組の議論が開始
されたきっかけは,平 成8年 に始まった教授会 と,理 事会 との確執にあ りました。 この確執の結果は,確 認書
体制 と云 う形で終結を見たわけですが,そ の中で,教 職員一丸 となって協力し,京 女の将来について考え,こ
れからの私学冬の時代を乗 り切ることが謳われていました。改組計画の大枠について,具 体的には,連 絡小委
員会 と呼ばれる会議で議論を煮詰めました。 この委員会は大 ・短教授会のメンバー全てを含む全体会議から選
出された者 と,理 事会か ら選出された者から成 り,瓜 生津学長が議長を務めました。私は家政学部から選出さ
れたメンバー として加わることになり,当 時家政学部長だった謝名堂昌信先生,ま たその後任の田口弘康先生,
さらに,文 学部から選出された高橋達明先生などが参加 してお りました。 また,理 事会からは芝原玄記総務部
長がメンバー となっており,当 時の確執の名残 りの消えやらぬ雰囲気の下,文 字通 り口角沫を飛ばして議論を
重ねた記憶があ ります。委員会は約2年 間にわた り,平 成12年 度からのカ リキュラムの大幅改正,社 会系新
学部の設置,平 成16年 度に実施する第2次 改組の方針などに関して原案を作成 してゆきました。私にとっては,
この委員会で議論を重ねた ことで,大 学全体の状況が把握でき,今 後の京女のとるべき道について考える機会
を与えられた こととなり,こ こでの経験が今回の平成16年 度改組に大 きく活かされたように思います。また,
大学 としても,平 成12年 度の経験を十分に活かした組織づ くりなどスムーズな対応が出来たため,今 回の改
組は平成12年 度に比べると肩の力を抜いての改組になった,と いう印象が残 ります。
　今回の改組では,こ れまで家政学部にあった児童学科 と文学部にあった教育学科を一つにまとめ発展させ
ることで,教 育発達学部を生み出す こととな りました。 しかし,当 初この案が示された時,家 政学部には少な
からず動揺が走 りました。家政学部から児童学科が抜け出ることは,こ れまでの家政学のあり方に根本的な変
更を迫 られ ることを意味し,実 際 実践的な総合科学としてQOL(Quality　 Of　Life)の 向上をめざす家政学は,
伝統的に幼児教育が大 きなウエイ トを占めていることと齟齬をきたします。しか しながら,大 学全体 としての
発展を考えれば,発 達教育学部が設置され,新 たな学問分野が発展 ・拡大 してゆくことは,望 ましい方向であ
ることに間違いありません。これを機会に,家 政学部にも何か新 しい学科を設置 して,拡 大 ・充実をはかって
はどうか,と い うこととなり検討に入 りました。 このとき既に,平 成16年4月 の新学科の開設期限まで,2
年余を残すばか りでした。従来の文部科学省の設置基準では,新 学科の設置は文部科学省へ申請 して許可を得
るまでの期間が2年 間かかる,い わゆる2年 審査の事項であり,新 学科設立の準備期間 として時間的限界にあ
りました。
　少子高齢社会でのQOLの 向上を旗印に家政学部を再構築 してはどうかと考え,福 祉系学科の設置を具体的
に検討 し始めたのは,冒 頭に述べた平成14年 度8月 のことです。本学には福祉学関係の専門家がいなかった
ため,素 人集団が家政学部に福祉を持ち込もうとしたわけですから,今 から思えば,怖 い物知らず,ビ ギナー
ズ ・ラックの感はぬ ぐえません。家政学に比べると福祉学に関連 した教育機関の数は圧倒的に多 く,福 祉学の
分野を家政学に持ち込む行為(あ るいは殴 り込み)は 蟷螂の斧となる危険性があ りました。 しか し,京 都女子
大学の家政学部のこれまでの実績と,こ れからの福祉は生活からの視点を基礎に据えたきめ細かい生活支援の
実践が必要であるとする日本介護福祉学会会長一番 ヶ瀬康子先生の言葉に支えられて,日 本で初めて,家 政学
部に介護福祉士養成施設としての生活福祉学科を設置する覚悟を決めました。
　その後1年 半にわたる開設までの原動力は,竹 内康弘君を中心とした大学改革推進事務室の活躍であった と
断言できます。生活福祉学科の場合は,文 部科学省による学科設置に関わる審査と,厚 生労働省に よる介護福
祉士養成施設設置等に関わる審査を同時にパスしな くてはならず,省 庁に提出した書類の量は膨大なものとな
りました。生活福祉学科のみならず,発 達教育学部の設置に関する事務などもこの事務室で取 り扱っていたた
めに,A校 舎の一角にはいつも夜遅 くまで明かりが灯っていたのを憶えています。それが任務とはいえ,実 習
施設の開発からカ リキュラムやシラバスの作成に至るまで,新 学科設立に必要な全ての事務を非常に効率良く
処理 していただいたことを改めて感謝いたします。 また,介護実習のために必要 となる実習施設や研究室には,
同窓会館である藤陵会館の2/3を 改修して使用できることとな りました。同窓生の方々には特に感謝申し上
げます。
　今回の改組に係わる文部科学省への申請に関しては,特 筆すべき幸運が待っていたと言えるでしょう。平成
16年 度は,国 立大学が独立行政法人化され る年 にあた り,そ のための対応 もあって,大 学設置基準の根本的
な見直 しが行なわれました。これまでの事前審査か ら事後評価を重視する準則主義へ大 きく審査方針が変わり,
各大学の自己責任において教育研究を行なえる自由度が大幅に増加したことです。従来の設置基準では,家 政
学部に福祉学科を設置することは,不 可能であった とは言えないものの,非 常に困難であった ように思います。
　現代社会学部設置の際と異な り,生 活福祉学科の場合は,カ リキュラム内容が既存の食物栄養学科や生活造
形学科 と深いつなが りを持つため,ま た組織上 も家政学部内に設置されることから,他 学部を含め,既 存学科
の先生方で,福 祉に関連 した研究教育で実績を積まれた先生があれば,新 学科に移籍していただ くとい う方針
を立てました。何人かの候補者が上が りましたが,最 終的には食物栄養学科からは田口弘康先生と下村雅昭先
生が,生 活造形学専攻からは上甲恭平先生に移籍 していただき,他 大学から移られた8名 の先生方 とともに,
新 しい学科について,限 られた時間ではあ りましたが,学 科の教育方針やカ リキュラムを徹底的に論議してい
ただきました。 もとより,生 活福祉学 とい う未知の領域への挑戦であ り,そ もそもカ リキュラム内容や教育法
などは,常 に検証 し改善が必要 となるもので,完 成されたものではあ りえません。今後その成果が問われるわ
けですが,大 学院家政学研究科で生活福祉学専攻の設置 も計画されていることでもあ り,京 都女子大学から世
界に向けて 「生活福祉学 ここにあり」 と発信できるような,骨 太の内容を持 った生活福祉学が完成 されること
を強 く望むものであ ります。さらに,家 政学部全体 として,今 後 とも一層の協力体制を敷 くことで,研 究教育
両面における質の向上を目指 し,た ゆまぬ努力を続けてゆかなければならないと考えます。
平成16年10月 吉 日
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